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【グローバル】IMF世界経済見通し（26年4月版）－原油価格高止まりが世界経済のリスクに－

【図表①】IMF 経済成長率見通し：先進国（実質、前年比） 【図表②】IMF 経済成長率見通し：新興国（実質、前年比）

出所：LSEG Workspace 作成：岡三証券 2026年以降はIMFの予測値

お客さま用資料

最後に重要な注意事項が記載されていますので、十分にお読みください。

⚫ 4月14日に公表されたIMFの世界経済見通し（WEO）によると、世界の2026年の経済成長率は前年比+3.1％、27年は同+3.2％との予測が示され、26年は1月の前
回見通しから0.2pptの下方修正となった【図表①】。米国（26年：同+2.3％、27年：同+2.1％）も26年は前回見通しから0.1ppt下方修正されたものの、27年は
0.1ppt上方修正となった。日本（26年：同+0.7％、27年：同+0.6％）はそれぞれ前回見通しが据え置かれ、政府の財政刺激策と燃料費抑制策の効果が外需低迷や
中東情勢の影響を相殺するとの見方を示した。他方、ユーロ圏（26年：同+1.1％、27年：同+1.2％）は前回見通しからそれぞれ0.2ppt下方修正された。エネル
ギー価格の上昇やユーロの上昇が製造業を圧迫するとの見解を示した。

⚫ 新興国については概ね前回の見通しから下方修正された国が多い【図表②】。東南アジアの一部の国々では、中東情勢の影響で観光収入や海外からの送金が減少
し、内需が弱まると見込まれている。他方、エネルギー純輸出国であるブラジルは26年の見通しが前回から上方修正された。そのほか、インドでは米国から課さ
れていた関税率の引き下げによる景気押し上げ効果が反映され、26年度、27年度ともに前回から上方修正された。25年度に比べ減速となるものの、26、27年度
ともに前年度比+6.5％の高成長が続く見通しが示されており、引き続き注目したい。

⚫ 今回の経済成長率見通しの下方修正は、中東情勢の不安定化による原油高が主因と言える。ただし、今回の見通しは「紛争が比較的短期間にとどまり、エネル
ギー価格の上昇も落ち着くこと」が前提とIMFは説明している。原油高が続けば、世界経済の成長率は26年に前年比+2.0％まで鈍化すると警告した。足元では米
国とイランの間で恒久的な停戦合意に対する期待も浮上しているが、二国間の主張には相違点が多く、事態が早期に収束するかは不透明である。情勢次第で原油
価格が一段と水準を切り上げる場合には、今回の見通しで示された以上に世界経済が減速する可能性も念頭におきたい。

今回のポイント

出所：LSEG Workspace 作成：岡三証券 2026年以降はIMFの予測値
※インドは年度ベース（4月～翌年3月）

※ASEAN5はインドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ
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